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論 　 　 説特集：東日本大震災から 10年～つなぐおもい～

これからの津波防災のあり方
～ STI によるハードとソフト対策～

有川 　太郎＊1

1．は じ め に

2011年の東日本大震災において，内閣府では，津波対
策としてハード施設のみに頼るのではなく，ハード・ソフ
トの両方の対策で，減災を目指すということを明確化し，
とくに，堤防高さを超えるような津波に対しては，避難を
柱とした対策を行うことを提言した。本稿では，それから
10年経過し，対策がどのように具体化されてきたかを，
とくに，堤防などのハード対策，予測技術，避難支援技術
について，まとめた。また，これまでの津波対策の変遷を
振り返り，将来の対策の一つの方向性を検討する。

2．津波対策の変遷の概要

2.1　チリ地震津波以前
津波の対策の歴史は，首藤 1）が整理している。それに

よると，津波対策は，三期に分けられる。
第一期（～チリ津波以前頃まで）：過去の経験や実績に
基づき，行われてきた。
第二期（～ 1987年頃まで）：第一期終わりごろから津波
予報が開始された（1941年三陸沿岸を対象とした津波警
報組織を発足，1952年に気象官署津波業務規程が実施さ
れている 2））。第一期，二期ともに，主な対策手法は防災
構造物による対策である。
第三期（1987年～）：ソフトとハード対策による総合的

な対策。
このなかで，チリ津波以前の対策において，堤防対策と

しては，濱口梧陵が築いた土堤がある（図 - 1）。その高
さの決め方は定かではないが，5 m程度の高さがあると，
ある程度の津波は防ぐことが可能である。当時の家屋の様
子が背後に記載されているが，当時としては，相当に大き
なものと感じる高さであったことがうかがい知れる。

2.2　チリ地震津波以後から東日本大震災まで
1960年のチリ地震津波によって，「昭和 35年 5月のチ
リ地震津波による災害を受けた地域における津波対策事業
に関する特別措置法」が制定され 4），その結果，チリ津波
の実績に基づいた津波高さに対する堤防が計画された。そ
の法律が施行された経緯は紆余曲折あったようであるが，
5メートル程度の高さであればチリ地震津波に対応できた
ことと，経済的，技術的にも構築できた時代背景によって，
そのような整備水準になったことが分かる。

1983年 3月に建設省河川局および水産庁が「津波常襲
地域総合防災対策指針（案）」を出している 5）。日本海中
部地震が生じる 2ヵ月程度前である。そこには対象とする
津波として，「対象地域における明治以降の既往最大津波」
とすると記載されている。そのため，津波対策としては，
①防災施設，②防災地域計画，③防災体制の 3分野にわ
けてとらえ，これら 3分野の対策を総合的に機能させて津
波防災を行う津波総合防災対策の考え方を取り入れている。
その後，この流れをうけて 1997年に国土庁，農林水産
省構造改善局，農林水産省水産庁，運輸省，気象庁，建設
省，消防庁といった関連 7省庁で，「地域防災計画におけ
る津波対策強化の手引き」6）が合意された。ここには，「津
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波総合防災対策は，当該沿岸地域において想定し得る最大
規模の津波を対象とするものであるが，防災施設の整備水
準としては，地域の実態と施設の効果を考慮して設定する
とともに，防災まちづくり・防災体制と組み合せて総合的
に検討することとし，必ずしも対象津波に対応する水準を
とるとは限らない」と記載されている。つまり，この時点
から最大クラスの津波に対する防護は行わない方針である
ことがみてとれる。そして，2011年の東日本大震災が生
じた。
2.3　東日本大震災以降
これまで整備水準が明確化されてこなかったものの，東
日本大震災後は，「基本的に二つのレベルの津波を想定」し，
「一つは，住民避難を柱として総合的防災対策を構築する
上で想定する津波」であり，「発生頻度はきわめて低いも
のの，発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの津波」
と「もう一つは，防波堤など構造物によって津波の内陸へ
の侵入を防ぐ海岸保全施設などの建設を行ううえで想定す
る津波」であり，「最大クラスの津波に比べて発生頻度は
高く，津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波」
とされている 7）。
このように，津波対策は，一度は防護できると考えたも
のの，ある程度の高さ以上の堤防に対しては，防災施設で
防ぐということが困難もしくは，合理的ではないと考えら
れてきた歴史があることが分かる。

3．住民避難に対して

3.1　避難の実態
即時避難は，津波においては，非常に有効な対策である
ことはいうまでもないが，現実的には難しい。著者ら 8）は，
東日本大震災における津波の高さと死亡率の関係を検討
し，避難開始時間と津波の来襲時間との比（無次元避難開
始時間）は死亡率との相関があり（図 - 2），また，堤防
高さと津波高さの比（無次元堤防高）についても，堤防高
さが津波高さの 0.8倍程度であることで，被害者がほぼゼ
ロになっていることを示した（図 - 3）。
他方，2017年のトルコにおける地中海沖地震津波では，
地震発生直後に建物倒壊を心配し，オープンスペースに避
難する意識が働き，海岸に逃げたという実態がある。これ
は，地中海域において，警報システムが脆弱であることや
津波に対する教育がなされていないことが要因の一つと考
えられている。
また，インドネシアにおけるクラカタウ火山噴火に伴う
山体崩壊による津波時においては，火山噴火から津波到来
まで 30分程度はあったものの，津波を見てから逃げる人
が大半であり，400名以上の人命が失われている。浸水地
域においては，避難ビルも設置されており，津波教育が実
施されていたものの，火山噴火による津波という特殊な状
況において警報が作動しなかったことが大きな要因とな
る。
これらのことからも，被害者を少なくするためには，津
波の来襲時間の予測，適切な避難行動の開始，および適度
な堤防による防護の組み合わせが重要であることが分かる。

3.2　数値シミュレーションを活用した検討
津波避難支援について，1952年から警報システムの運
用が始まり，それ以来ずっとその高精度化が行われてきた。
一方で，近年では，数値シミュレーションを活用した避難
行動予測に基づく検討も行われている。
たとえば，「大都市大震災軽減化特別プロジェクト（2002
年 - 2007年）9）」（通称，大大特）では，災害を予測するシ
ミュレータと，人の行動をモデル化したエージェントシミ
ュレーションを用いて，予測と被害者救助などの災害対応
戦略の最適化を目標とした。また，戦略的イノベーション
創造プログラム（SIP）の第 1期（2014年 - 2018年）のな
かで，津波遡上予測の技術開発が行われた 10）。これは，
適切な津波予測により避難行動を促すことで津波到来まで
の猶予時間を活用した被害軽減に資することを目指したも
のである。
3.3　津波浸水データベースを活用した避難支援
坂田ら 11）は，津波浸水シミュレーションのデータベー
スを用いて，津波に遭遇しない避難経路を求め，避難時に
その経路を利用することで，ケーススタディの条件では，
最大でおよそ 10 %程度死亡率を減少させることができる
とした。
具体的には，図 - 4のように，事前に数多くの波源を
想定した津波浸水計算を実施し，そのデータベースを構築
し，地震が発生したら，そのデータベースの中から，近い
津波予測計算を選び，その津波に対して，最短経路で避難
場所まで行く経路を基本としながら，津波に遭遇しにくい
避難経路を選ぶようにするというものである。これは，避
難開始時間によって選択する経路が変化し，より安全に避
難できる選択肢を提示することを目標とする。

図 - 2　無次元避難開始時間と死亡率の関係

図 - 3　無次元堤防高と死亡率の関係
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4．これからの津波防災のあり方

本論文のタイトルにもなっているが，これからの津波防
災のあり方について，最後に議論を行う。
ここでは，津波対策として考えられるものは数多くある
が，そのなかで，堤防を中心としたハード施設の強化，浸
水予測技術の高精度化，そして避難を誘導する仕組みの高
度化の 3つについて将来像を検討する。
4.1　堤防に関する技術（ハード技術）
津波から防護する堤防について，「粘り強い堤防」とい
うキーワードが 2011年以降頻繁に用いられ，10年後の現
在，その考え方は，かなり定着したように感じる。堤防の
破壊に関する研究は，さまざまな形で進展していると感じ
るものの，どの部分がどのように破壊されるかということ
を明確に予測することはいまだに難しい。NISTEPの第 11
回科学技術予測調査 S&T Foresight 2019総合報告書 12）に
よると，8【自然災害に関する先進的観測・予測技術】で
は，予測と観測を合せ，破堤を事前に察知する技術は
2028年までに完成することが期待される。
一方で，フラップゲート等可動式堤防が，より充実し，
適切なタイミングで，適切に防護するということが可能と
なるまちづくりにも期待がかかる。有川ら 13）は，可動式
堤防による防護効果を検討する計算手法を提案しており，
このような手法を用いて，経済的評価が可能となれば，防
波堤のように湾口部に配置し，効率的に背後域を防護でき
る可能性もあると考えられる。
4.2　浸水予測技術
１　津波伝播計算の黎明期
津波の数値解析の経緯については，後藤 14）に分かりや
すくまとめられている。それによると，Ueno15）による
1960年のチリ津波の計算が，津波の数値計算としては，
初めてのようである。そこでは浅水長波方程式を用いて，
太平洋全域を対象としてチリから日本までの計算を行って
おり，格子サイズは 5度（最大で約 550 km）で行われて
いた。Uenoの結論として，津波の到達時間は比較的良く
一致し，また津波の高さが日本やハワイで高かった理由を
明らかにしたとしている。一方で，論文の図から推測する
と，全格子数は 900格子程度の計算領域だと思われるが，

津波のエネルギーの発散や収束まで計算するには，当時の
計算機では力不足だったとも述べている。
２　近年の津波伝播計算
近年の津波数値解析の傾向は，首藤 16）に記されている。

当時から今日に至るまで，津波数値解析のもっとも重要な
目標は沿岸に到達する津波の高さを精度良く，かつ，早く
計算することである。今村ら 17）では，アラスカ沖地震津
波の解析を 5分の格子（最大で約 9 km）を用いた。

1965年と比べるとおよそ 3 600倍の格子数である。Baba
ら 18）は，京コンピュータを用い，約 1 000億格子数の計
算を行っている。それによると，およそ 80 000ノード数
を用いて，実時間にして 80秒程度の計算を，20秒の計算
時間でできるとしている。これは，日本の西日本沿岸部全
体を約 2メートルの格子サイズで計算している。このまま
の速度でコンピュータが進化し続けると，20年から 30年
後には，最新の計算機を用いて約 1016個つまり，1京個の
格子数を用いた計算が可能となるだろう（図 - 5）。

３　浸水計算の予測技術
日本においては，1956年における海岸法の制定以降，
沿岸部において，海岸堤防などの防護施設が建設された。
そのため，浸水予報を行うためには，防護施設の取り扱い
をどのようにするかが，その精度に大きく影響する。一方，
防護施設には，海岸堤防，胸壁，防波堤などさまざまな構
造形式があり，それらが，いつ，どのように倒壊するかを，
正確に予測することは難しい。そこで，有川ら 19）は，防
護施設のフラジリティ（壊れやすさ）を用いて背後地の浸
水計算を行う手法を提案しており，現地に適用し，確率評
価を行う手法を提案した 20）。
他方，より精緻に計算する試みも行われている。有川
ら 21）では，平面 2次元の伝播計算と 3次元のナビエスト
ークス方程式による計算，さらには，構造物の変形計算を
連成させ，津波の波源から浸水域までを構造物の倒壊も含
めて一連で計算できる手法を開発した。また，データベー
スを用いて機械学習により，浸水開始時間を予測する手法
の開発も始まっている 22）。
4.3　避難支援技術
津波警報の高度化については，観測網の充実を含め，粛々
となされていくと考えられるが，一方で，避難の支援の仕
組みについて，今後どのようなことが考えられるかについ
て，ここで最後に考えてみたい。

図 - 4　避難支援システムの概要

図 - 5　1965 年を 1としたときの計算格子数の推移
（1965 年は 900 格子数程度と仮定している）
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先の NISTEPの報告書 12）において，モニタリングやセ
ンシング技術が，今後も向上し続けることが分かる。
図 - 6は，われわれのチームで RPDハッカソン 23）に応

募したコンセプト図である（これは，Michibiki賞を獲得
した）。ここでは，ドローンなどによるモニタリング情報
を避難経路探索の条件に組み込み，リアルタイムに，より
安全な避難経路を提示する仕組みとしている。そのために
必要な技術はいくつもあるが，その課題を解決し，一人一
人に適切な避難情報を送ることができる仕組みができあが
っているのではないかと期待する。

5．お わ り に

本稿では，これからの津波防災として，ハード・ソフト
対策に焦点をあて，かつ，そのなかの堤防技術，浸水予測
技術，そして避難支援技術についての経緯と近年の動向を
記載した。表 - 1は，それらをまとめてみたものである。
IV期としたところは，今後の期待も込められている。技
術が向上し，適切に組み合せていくことで，津波により人
命が失われない社会を創造することが大切である。
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Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期
～ 1960 ～ 1987 ～ 2011

過去の経験・
実績

津波予報・堤防
対策

ソフト・ハードに
よる総合的な対策

モニタリング・セ
ンシング・AIを活
用した対策

堤防技術 1854 広村堤防 1956 海岸法 2009 釡石湾口防
波堤（世界最深）

・可動式堤防（2018 
neo RiSe24））

浸水予測技術 1965 約 550 km
の格子で太平洋
全体を計算
（Ueno15））

1986 約 9 kmの格
子で太平洋全体を
計算（今村ら 17））

・広域高精細伝播
計算（2016 1 000
億格子計算（Baba 
et al.18）））
・破壊予測計算
（2017 連成計算（有
川ら 21）））

避難支援技術 1952 警報シス
テムの運用開始

2002 - 2007 大大
特 9）

・SIP第一期
（2014 - 2019）10）

・個々人に最適な
避難支援システム

表 - 1　津波対策のこれまでとこれから

図 - 6　避難支援システムの将来像の例
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